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⑷　詳しくは建林・曽我・待鳥（2008, 第 4 章）などを参照。
⑸　「GoTo「感染増なら総辞職に値する」　立憲・安住氏」（朝日新聞デジタル 2020















































ことができるかという「誘因付け （incentive）」の問題を扱ったが （Barro 







（例として Ashworth and Bueno de Mesquita 2014 など）。本稿も政




た代表的研究として Fearon (1999) がある。
⑻　情報の経済学、あるいはエージェンシー理論の用語でいえば、「誘因付け」の問
題はモラル・ハザード（moral hazard）の問題、選抜の問題は逆選択（adverse 

























統領制を想定している （Canes-Wrone, Herron, and Shotts 2001 など）。この
ような集中の主要な理由は、アカウンタビリティの代表的研究者の一人で
ある Besley が指摘するように、「エージェンシーのモデルは、市長 / 大統
領 / 知事のように有権者によって直接選出される個人の分析に応用すると































デルは career-concerns モデル （ex. Holmström 1999）と呼ばれ、有権者は
⑾　もちろん例外的に、議院内閣制と大統領制の制度的違いをアカウンタビリティの


























かっているのか判断できない）ことを前提とするが （Canes-Wrone, Herron, 
and Shotts 2001 など）、多くの場合 career-concerns モデル、すなわち対称























身雇用、任期制限など）が望ましいかを分析した Aghion and Jackson 
（2016）、野党の存在が政治改革（リスクのある政策）の水準に与える影






























I,R,O には能力が高いタイプ と能力が低いタイプ の二つのタイプが
あり（ ）、能力が高いタイプである事前確率は、与党









（ ）が I のタイプを事前分布に従って
選択したのち、I はリスクのある政策（ ）か、安全な政策

















に 就 く。 以 上 よ り、I の 戦 略 は、
となる。
















⒂　ここで（a）-（c）については「G に投票する」とは I と O を比較して I を選ぶとい



































seeking incentive のみならず、望ましい政策結果を追求する policy-seeking incentive
も持つことを意味する（cf. Müller and Strøm 1999）。





























ばしば指摘され （cf. Clarke et al. 2009） 、かつ誰が首相であるかというこ






























①　自然が I のタイプ を決定
②　I の政策選択　
③　（  の場合のみ）自然が政策の成功 / 失敗を決定
④　（政策が失敗した場合のみ）I の辞任の選択 、
　　　 の場合、自然が R のタイプ を決定










（a）　I が  の間で無差別な場合、  を選択する
（b）　I が  の間で無差別な場合、  を選択する





首相職にあることから I が得る利得 B は十分大きい。




















情報の展開形ゲーム （extensive-form game with incomplete information）で
ある。不完備情報の展開形ゲームの解概念として、その技術的な扱いやす
さから近年標準的に用いられるのは「（弱）完全ベイジアン均衡 （（weak） 
perfect Bayesian equilibria, PBE）」と呼ばれるものだが、本稿ではクレプス
とウィルソンによる「逐次均衡 （sequential equilibria, Kreps and Wilson 
1982）」を採用する。

































確率 1 で をとるような PBE があるかということを検討したとしよう。
このとき、 以降の情報集合は全て均衡経路外となるので、そこでは





































上述の通り、V には 4 つの情報集合があるので順に検討していこう。V




の高いタイプであるという V の事後信念を と表記しよう。
のとき、V が情報を更新する機会はないから、 である。よって、
　（1）（整合性）






















（c ）　（I がリスクのある政策をとり、政策が失敗した上で）I が首相の座
に留まった場合
再び、この情報集合に正の確率で到達することを所与とした場合の、I











（d ）　（I がリスクのある政策をとり、政策が失敗した上で）I が辞職した
場合






















合の I の決定は、  という三つの場合でそれぞ






 のとき、（４－２）（c）（d）より、  である。ま
た I の、自らが能力が高いタイプであるという事後信念は、政策の失敗を
観察した後であるので  に等しい。





























 である。よって、 と それぞれの期待利得は以
下の通り。
以上より、c の値に関わらず  である。
次に、  の場合について検討する。このとき再び（４－２）（c）




以上より、先ほどと同様に c の値に関わらず である。
 ■
この命題①は  の場合、c の値に関わらず I は辞任を選択するこ









本稿の分析の主眼は c が I の選択に与える影響だが、命題①の 
のときのように c の値に関わらず辞任を選択してしまう場合、このような
I の行動を含む均衡の経路上で I がコスト c を負うことはないから、I の政
策選択にも c は影響しないということになる。よって、この命題①を受け
て、以降では  の場合に分析の焦点を絞る。このとき、V は全て















 かつ  のとき、I がリスクのある政策を選択するための条
件は、
証明
（４－２）より、  のとき  であり、補題①より、 のとき、 
である。よって、 と それぞれの期待利得は以下の通り。





この補題は、  かつ のとき、I がリスクのある政策を選択
するのは、c がまた別の閾値 c′も下回るときであることを示しているが、
この背後にもまた単純かつ直観的なロジックがある。  かつ 
のとき、リスクのある政策が失敗した場合も I は首相職にとどまる
ので、リスクのある政策を選択することのデメリットは失敗した場合にコ





は現状維持の政策的利得 0 を上回りかつ r に比例して大きくなる。よって I
の政策への利害関心が大きいほど、リスクのある政策をとるメリットは大き
くなる。
これらの論理も c* の場合と同様、閾値 c′に対する比較静学によって補
強される。すなわち、  の下で  であるから、r の
値が大きいほど、すなわち I にとっての政策への利害関心が大きいほど、
補題②の条件は満たされやすくなるのである。









（４－２）より、  のとき  であり、補題①より、  の




































れは が満たされているときにリスクのある政策が失敗すると I が辞
職を選択するということに関係する。すなわち、安全な政策を選んだ場合、
I は自らの能力について情報を更新する機会がないので、選挙後の首相（す
なわち I 自身）の能力が高いという確率は である。これに対してリスク
のある政策をとった場合、もし成功すれば選挙後の首相の能力が高いとい














ここまで、（４－２）において V の最適な投票行動を、そして 3 つの補
題を通じて、パラメーター c の値の大きさが I の行動に影響する場合の（す





















　正確には、I が辞職した場合の情報集合における V の事後信念も逐次均衡の要素
であるが、V の意思決定に影響を与えないためここでは省略する。





これは任意のσI に対して成り立つので、上記の I の各均衡純粋戦略に
対して、十分に小さい正の数からなり 0 に収束する列  を用いて、
純粋戦略においてとられる行動をとる確率を 、他方をとる確率を
として作る厳密に混合された行動戦略の列  のそれぞれについても
当然成り立つ。 としたとき、事後信念はそれぞれ  に収束する
から、信念の体系（ ）は各均衡純粋戦略プロファイルに整合的である。
また、 としたとき、  は I の各純粋戦略に収束する。各均衡
戦略プロファイルについて、信念の体系（ ）を所与として（各パラメー
ターの値の下で）各純粋戦略が V の期待利得を最大化していることおよ
















) = ( , ) ( , )







応じてただ一つに定まるが、二つの閾値 の大小関係と c の大きさの違
いによって 4 種類の均衡がある（これらを、図の表記の通り type- Ⅰ均衡




う。まず が満たされている場合、c の大きさに応じて 3 種類の均衡
が存在する。c が小さいとき（ ）に生じる type- Ⅰ均衡においては、
I はリスクのある政策を選択し、仮に失敗しても首相の座に留まる。他方、






















が大きい、 が小さい、 が小さい、 が小さいなどの理由により
が満たされている場合、type- Ⅰから type- Ⅲのどの均衡が実現して
も均衡経路上で I が辞任することはないので、c の大きさの違いが有権者
の利得に与える影響は、各均衡における政策的利得の違いによってのみ生
じることとなる。
対称的に、 が小さい、 が大きい、 が大きい、 が大きいなどの理由













type- Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ均衡における有権者の政策的利得と c の関係について
述べたのが以下の命題である。
命題③
type- Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ均衡における V の政策的利得の大きさについて、
type- Ⅱ = type- Ⅲ < type- Ⅰが成り立つ。
証明
各均衡は の条件の下で成立するので、  から V が得られる期
待利得は  である。 ■
この命題は、 が満たされている場合においてコスト c が一定以上
（ 以上）に大きくなることは有権者の政策的利得の減少をもたらすこと
を意味している。





















前項に対して、type- Ⅰ均衡と type- Ⅳ均衡における選挙後の首相の能力
と c の関係について述べたのが以下の命題である。
命題④
type- Ⅰ均衡と type- Ⅳ均衡における、選挙後の首相が能力が高いタイプで
ある確率について、type- Ⅰ＜ type- Ⅳが成り立つ。
証明
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